


Ⅲ.申請事業

入力数 298 字

入力数 140 字
Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

・地域の学校との関係構築 ～2021年5月

・参加者募集／募集のためのメディア開発 2021年6月～8月

・活動の伴走支援 2021年8月～2022年１月

コロナ差別による社会の分断の克服方法を課題解決型学習（以下PBL）の手法を用いて構築する。学外（学童保育など）で行うPBLは、全世代が有機的に関われる新しい事業であり、「生きた素材
による教育プログラム」という大きな財産を学校現場にも還元できる事業である。子どもたちを中心に「課題の明確化、問題点の徹底理解、解決策の模索、実践」を繰り返すことで、差別・偏見の
克服を目指す。ポスター・動画・WEBサイトなど、予想される成果発信に加え、子どもたちの柔軟な創造力を引き出し、そこで生まれた発想をスピーディーに実践する。全世代が学びながら関わる
ことで、答えのない問題に取り組み答えを導ける力強い社会を作る。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

・プログラム開発／教材開発 ～2021年5月

・地域の企業等協力機関の開拓 ～2021年5月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

・月１回程度の実施状況の確認と助言（プログラム開発支援、運営ノウハウの共有など） 2021年8月～2022年１月

・成果発表会 2022年2月−３月

・情報発信および共有のためのWEBサイト作成（参画団体一覧、プログラム一覧、支援人材バンク、各地の活動レポートなど） 2021年8月～2022年１月

(1)全国で、より多くの対象者が活動に参加できる状態
を作っている
(2)公開した情報が有効に活用されている

(1)-1実行団体数
(1)-2参加者数
(1)-3小学生によるメディア数
(1)-4プログラム数
(2)-1WEBサイトPV

(1)-1採択団体数
(1)-2実行団体からの報告書提出
(1)-3実行団体からの報告書提出
(1)-4実行団体からの報告書提出
(2)-1PVの把握

(1)-1：５団体
(1)-2：述べ人数300-500人
(1)-3：20件以上
(1)-4：5プログラム
(2)-1：年間100,000PV

(1)-1：2021年２月
(1)-2：2022年３月
(1)-3：2022年３月
(1)-4：2022年３月
(2)-1：2022年３月

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

（１）審査方法：事業計画書および予算計画書の提出・面談
（２）審査スケジュール：2022年2月～募集 → ３月初旬応募締め切り → ３月末決定 →４月～事業開始
（３）審査員構成：３−４名程度（学校教育・社会教育に関する専門家、教員、学童保育の実践者など）
（４）留意点：主に小学生を対象としたワークショップ運営、授業運営の実績があること（内容はキャリア教育に限定しない）。また、地域特性や地域社会との関係性
が重視される内容となるため、地域密着型で活動できること、地域社会との強固なコネクションを持っていることを重視する。

（１）当該地域の保護者・住民の差別意識が低くなっていること（理解が深まっていること）
（２）当該地域の保護者・住民のコミュニケーション（対面に限らない）が多くなっていること
（３）活動に参加した小学生の「課題発見力」「解決力」「行動力」が高まっており、自己肯定感が高まっていること

(1)採択予定実行団体数 ５団体 (２) １実行団体当たり助成金額 990万円

(3)申請数確保に向けた
 工夫

・申請が見込まれる実行団体候補数：１０ー１５団体
・当協議会の社員団体への案内、各地域でキャリア教育や教育支援に取り組むNPO、学童保育等への案内を行う。

（直接メール、当協議会WEBサイト上での告知、Facebookページでの告知）



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

●統括責任者（１人）：事業全体の統括責任者（実行団体のプロジェクトオフィサーも兼ねる）
●プロジェクトオフォサー（４人）：実行団体のプログラムへのアドバイス、地域での関係構築支援など、活動の支援を行う
●コンテンツ企画（１人）：全国共通のコンテンツ共有のためのWEBサイト構築、コンテンツ開発など
●経理責任者（１人）：支払い管理・報告書の作成など

(2)他団体との連携体制 なし

(3)想定されるリスクと管理体制
●感染症対策：対面でのワークショップの開催可能性があるため、実行団体共通のガイドラインを作成の上で対策を徹底する。
●個人情報の管理：子ども・保護者、関わる関係者の個人情報は、当協議会の個人情報保護規定に則って管理を行う。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

・２０１１年度 中小企業庁・日本商工会議所「中小企業の魅力発見・発信事業」中小企業と各地域の大学などの接点を強化することを目的に、 公募により全国11地域に11社の実行団体を選定。
弊社が中核機関として、カリキュラム・教材化・広報・新規開拓（サテライト事業実施／成果事例集の作成）を行い、約４０の大学においてプログラムを実施。事業規模：約9100万円
実行団体一部抜粋：株式会社 クオリティ・オブ・ライフ・株式会社 講談社・一般社団法人 首都圏産業活性化協会・株式会社 帝国データバンク・愛媛県中小企業家同友会など
・２０１７年度 宮城県「キャリア教育推進事業」宮城県内におけるキャリア教育の状況を地域産業施策の観点から整理検証し，小学校，中学校，高等学校，大学の生徒・学生に対し，職業観の醸
成や地域に対する理解を深めるための効果的なキャリア教育プログラムを検討・実施・効果検証を行うことを目的に、公募により4社の実校団体を選定、事業規模：約2000万円。

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

【基幹事業】キャリア教育コーディネーター育成における新規育成機関の養成・認定事業
【地域・学校におけるキャリア教育事業の推進体制構築支援】都立高校生の社会的・職業的自立支援プログラム事業（２０１２年度）沖縄県高校生等のためのキャリア形成支援プログラム事業（２
０１３・２０１４年度）京都府「未来の担い手育成プログラム」運営支援（２０１９年度）
【企業の巻き込み・体制構築支援】株式会社マイナビ「キャリア甲子園」運営支援（２０１７年度～）日経デュケーションチャレンジ2018 運営支援（２０１８年度～）
【普及啓発活動】キャリア教育連携推進シンポジウム（経済産業省・文部科学省・厚生労働省主催）運営支援（２０１１年度～）キャリア教育アワード表彰制度（経済産業省）の公募・審査に関す
る手続き支援（２０１１年度～）

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を
受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予
定も含む）

有 無
有の場合
その詳細


